令和６年度　産休等代替職員費補助金のご案内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	Ｑ１．どんな補助金ですか？


Ａ１．児童福祉施設等の職員が出産又は傷病のため、長期間にわたって継続する休暇を取得し、その職員の職務を行わせるための産休・病休代替職員を施設長が臨時的に直接雇用する場合、若しくは労働者派遣契約を行なった場合に、大阪府がその所要経費に対して助成することにより、職員の母体の保護又は専心療養の保障を図りつつ、施設における児童等の処遇を確保することを目的としています。

	Ｑ２．対象となる施設は？


Ａ２．実施要綱の別表の施設種別でご確認ください。　

	Ｑ３．対象となる職種は？


Ａ３．実施要綱の別表の職種でご確認ください。
　　　また施設種別ごとに対象が異なりますので、「施設種別ごとの対象職員一覧」をご確認ください。

※事務職など他の職種は対象外です。

	Ｑ４．上記の施設と職種であれば、すべて補助金の対象になりますか？


Ａ４．すべてが対象となるわけではありません。休業する職員が以下を満たすことが必要です。

1 常勤職員であること
休業する職員が非常勤職員や嘱託雇用職員の場合は、たとえ勤務条件が常勤職員と同じであっても対象外です。　　
2 社会福祉施設等の措置費（保育所運営費）に算入されているなど、国の定める配置職員であること。
3 出産することとなる職員、または疾病・負傷のため３１日以上療養する必要のある職員
4 休業期間中、給与の全額を受ける職員
産休・病休職員が休業中に無給・減給される場合は補助金の対象となりません。当補助金は、休業職員と代替職員の両方に給与を支払うことによる施設の経済的負担を軽減する趣旨もありますので、休業職員に休業中も給与を全額支払う（有給休暇である）ことが必要です。
	Ｑ５．産休・病休代替職員とは、どういう職員ですか？


Ａ５．産休・病休職員の職務を行わせるため、新たに臨時的に直接雇用する職員、若しくは労働者派遣契約を行なった職員をいいます。（以前から園で雇用している非常勤職員などの非正規職員を代替職員として申請することはできません）

	Ｑ６．補助金の対象となる代替職員の任用期間は？


Ａ６．① 産休の場合：最長９８日間（多胎妊娠１５４日間）

就業規則などでこれ以上の産前産後休暇を付与していても、補助金の対象となるのは９８日間（１５４日間）です。

　　　  ② 病休の場合：病休開始後３１日目から９０日目までの６０日間
連続して３１日以上病休を取得することが必要です。
病休が３０日以内の場合は対象となりません。

また、病休が長期継続しても９１日目以降は対象となりません。

	Ｑ７．補助金交付額の算定方法は？


Ａ７．任用等承認期間中に施設が代替職員に支払った賃金等と、

　　    基準額 ＝６，０７０円（1人1日当り単価）×代替職員の実勤務日数
　　    とを比較して、少ない方の額が交付額となります。

	Ｑ８．補助金はいつ、どのようにして受け取るのですか？


Ａ８．翌年４月に提出いただく実績報告書に基づき、５月下旬に交付します。

	Ｑ９．事務手続のスケジュールを教えてください。


Ａ９．主な事務の流れは、次のとおりです。すべての事務手続が必要です。

	時　期
	内　　　容
	事務の流れ

	随   時
	産休等代替職員任用等承認申請
	各施設・市町村→ 府

	随   時
	産休等代替職員任用等承認通知
	府 →各施設・市町村

	翌年１月
	補助金交付申請

※後日、任用等承認申請を提出した施設・市町村

あて、提出依頼文を送付します。
	各施設・市町村→ 府

	翌年３月
	補助金交付決定通知
	府 →各施設・市町村

	翌年４月
	補助金実績報告

※後日、交付申請を行なった施設・市町村あて、提出依頼文を送付します。
	各施設・市町村→ 府

	翌年５月
	補助金確定通知
	府 →各施設・市町村

	翌年５月下旬
	補助金の交付
	府 →各施設・市町村


※時期はおおよその目安であり、変更することがあります。
令和６年度　産休等代替職員任用等承認申請方法
※市町村が申請する場合は、「施設長」を「市町村長」と読み替えてください。
	Ｑ１．産休等代替職員任用等承認申請はいつまでに提出すればいいのですか？


Ａ１．要綱では、①産休：任用等しようとする日の30日前の日又は知事が定める日
②病休：任用等しようとする日の10日前の日又は知事が定める日
までに提出することとなっています。
※原則①又は②の提出期限となりますが、令和６年４月１日から令和６年９月３０日までの間に任用等された方の申請については１０月３１日まで受け付けます。
	Ｑ２．代替職員が決まらないので、提出期限に間に合いませんが、期限を過ぎ　　　ても申請できますか？


Ａ２．任用等期間が終了するまでの間であれば申請できますが、任用等期間終了後の申請は認められませんので留意してください。代替職員が決まらない時は上記Ａ１の期限を過ぎてもやむを得ませんので、代替職員を決定した時点で、すべての提出書類が揃ってから速やかに申請して下さい。
（代替職員が未定で、申請書類が揃っていないものは受付できません。）
	Ｑ３．申請にはどのような書類が必要ですか？


Ａ３．
(1) 産休の場合
　　　
· 産休等代替職員任用等承認申請書
「産休等代替職員制度実施要綱」第１号様式
　　　
○ 添付書類
　　　① 妊娠証明書又は医師の診断書 （出産予定日が記載されているもの）
母子手帳の写し（休業職員の氏名と出産予定日記載のページ）等、公に妊娠を証明できる書類でも構いません。
　
② 代替職員の資格証明書（資格を要しない職種は不要）
　　　　　休業職員の職種が保育士の場合は、保育士証のみを保育士の資格証明書とし、「保母資格証明書」等では有資格者とみなさないので留意のこと。
（保育士登録をしている代替職員のみが保育士となる）
· 調理員は資格不要
· 代替職員が派遣労働者の場合、資格証明書の提出は不要。
③ 無資格者任用の理由書
代替職員が無資格の場合のみ。資格を要しない職種は不要
※保育士証のない場合は、無資格者として取扱われるので理由書が必要。
　　
④ 代替職員の履歴書
代替職員が無資格者、または任用職種が資格を要しない場合に添付
※申請日から遡って３ヶ月以内に作成された履歴書であること
※代替職員が有資格者の場合、または派遣労働者の場合、履歴書は不要。
⑤ 国基準の職員名の確認表

　　　　
(2) 病休の場合
　○ 産休等代替職員任用等承認申請書 
「産休等代替職員制度実施要綱」第１号様式
　　
○ 添付書類
1 医師の診断書 （療養期間が記載され、病休開始日が確認できるもの）
② 代替職員の資格証明書（資格を要しない職種は不要）
　　　　　休業職員の職種が保育士の場合は、保育士証のみを保育士の資格証明書とし、「保母資格証明書」等では有資格者とみなさないので留意のこと。
（保育士登録をしている代替職員のみが保育士となる）
· 調理員は資格不要
· 代替職員が派遣労働者の場合、資格証明書の提出は不要。
　　　
③ 無資格者任用の理由書
代替職員が無資格の場合のみ。資格を要しない職種は不要
※保育士証のない場合は、無資格者として取扱われるので理由書が必要。
　　　
④ 代替職員の履歴書
代替職員が無資格者、または任用職種が資格を要しない場合に添付
※申請日から遡って３ヶ月以内に作成された履歴書であること
※代替職員が有資格者の場合、または派遣労働者の場合、履歴書は不要。
　　　　
⑤ 国基準の職員名の確認表

　　　※ 書類の作成については記入例及び作成例を参照してください。
＊ 第１号様式の記入例･･･Ｐ８（産休）、Ｐ９（病休）
＊ 無資格者任用の理由書の作成例･･･Ｐ１０
＊ 国基準の職員名の確認表の記入例･･･Ｐ１２
　　※ チェックシートＰ７で書類を点検したうえで送付してください。
	Ｑ４．国基準の職員名の確認表はいつ提出するのですか？
また、既に提出した基準表で「基準外」とした職員が休業したのですが、基準表を差し替えて申請できますか。


Ａ４．休業職員が国基準職員であることを確認するため、任用等承認申請時に確認表を添付してください。既に提出済みの施設で再度任用等承認申請を行う場合は、省略できます。
※但し、既に提出した確認表で国基準外とした職員を、年度途中で国基準職員に変更し、任用等承認することは認められません。すなわち、基準外職員に指定した職員が休業した、記入を誤った等の理由による確認表の差し替えは一切できません。
	Ｑ５．休業職員と代替職員の所持資格が違うのですが、申請書（第１号様式）　　  の「資格の有無」はどう書けばいいのですか？


Ａ５．休業職員の職種と代替職員の任用職種は同じでなければなりません。資格を要する職種について、所持資格が異なる場合、代替職員は無資格者の扱いとなります。
　
（例）休業中の「保育士」職員が「保育士資格者」で、「幼稚園教諭資格者」を
代替雇用する場合
　　　　　⇒ 代替職員は無資格者となりますので、「無資格者任用の理由書」及び履歴書の添付が必要です。
	Ｑ６．代替職員の姓が資格証明書の姓と違います。
また、休業職員の姓が妊娠証明書（医師の診断書）の姓と違います。
いずれも同一人物ですが、どうしたらいいですか？


Ａ６．婚姻等により、姓が資格証明書などの姓と異なるときは、「同一人物証明書」を添付してください。
　    ※「同一人物証明書」作成例はＰ１１をご覧ください。
	Ｑ７．任用等期間が年度を越える場合、どのように申請したらいいですか？　　　


Ａ７．令和７年３月３１日までを令和６年度分として申請してください。
　　  ※令和７年度以降、本補助を実施するかについては、現在検討中です。

　　　
	Ｑ８．医師の診断書記載の療養期間が代替職員の任用等予定期間に足りませんが、どうしたらいいですか？
　　　　(例）診断書の療養期間が６月３０日まで、
代替職員の雇用は７月３１日まで


Ａ８．任用等承認にあたっては、医師の診断書に記載された療養期間が任用期間をカバーしていることが必要です。
　　　診断書の療養期間までの期間で申請し、新しい診断書が出た時点で再度申請して下さい。再度申請する場合は新たな別の申請となりますので、必要書類をすべて提出して下さい（既に提出したものと同じ書類であっても、省略できません）。
　   （例）まず任用等予定期間を６月３０日までとして申請します。７月３１日まで療養が必要であるという診断書が出れば、７月１日～7月３１日を再度申請します。
	Ｑ９．病休の場合、途中で傷病名が変わった場合はどうなるのですか？


Ａ９．診断書の傷病名が途中で変わった場合は、別の病休として取り扱い、あわせて1つの病休にすることは出来ません。ただし、妊娠にかかる疾病などについて、1つの病休として取り扱うケースもありますので、詳しくは子育て支援課認定こども園・保育グループまでご相談ください。
	Ｑ10．任用等承認申請を行い、すでに任用等承認通知ももらっていますが、代替職員が任用等期間の途中で変わりました。どのような手続が必要ですか？


Ａ10．代替職員を途中で変更した場合は、任用等変更承認申請書と、A３の①から⑤の添付書類を、変更後速やかに提出してください。（代替職員の変更申請と、変更後の代替職員の承認申請を兼ねていますので、新たに代替職員となる者の任用等承認申請書の作成は必要ありません）
（「産休等代替職員制度実施要綱」第３号様式）
	Ｑ11．代替職員の任用期間中に、休業職員が退職若しくは復職した場合、どのような手続が必要ですか？


Ａ11．産休等職員異動報告書を速やかに提出してください。
（「産休等代替職員制度実施要綱」第５号様式）

	産休等代替職員任用等承認申請書類チェックシート　


※市町村が申請する場合は、施設長を市町村長と読み替えてください。
□　休業職員は、当制度の対象職員ですか？　（国基準職員であるかチェック）
　 （休業職員が休業中無給・減給される場合や非常勤職員の場合は対象外）

□　代替職員は、施設の任命権者が新たに臨時的に直接雇用する職員ですか？

若しくは労働者派遣契約を締結した派遣労働者ですか？

□　休業職員の職種と代替職員の任用職種は同じですか？
□　職種が「保育士」の場合、代替職員の「資格取得・登録年月日」は「保育士証」の登録年月日と同じですか？
□　任用等期間は、産休98日（多胎妊娠154日）間以内、病休60日間以内ですか？

□　期間計算は正しいですか？　（例）7月6日～10月11日＝98日間
　　また、産休の場合、出産予定日は産前休暇に含まれていますか？

□　病休の場合、診断書記載の療養期間内に任用等期間が全て含まれていますか？

□　産休の場合、「条例、規則等の産休の期間」中の該当する期間を選択し、その他を選択した場合、期間を具体的に記入していますか？

□　「国基準の職員名の確認表」で、施設の国基準職員の計算で算出された職種毎の職員数を、表中の名簿で人数の確認ができますか？

□　書類はすべて揃っていますか？

□　産休等代替職員任用等承認申請書 （実施要綱第1号様式）

□　妊娠証明書または医師の診断書等（出産予定日の分かるもの）
□　代替職員の資格証明書 （資格を要しない職種は不要）※派遣労働者の場合は不要
　　　□　保育士の場合は保育士証ですか？

□　派遣契約書の写し（代替職員が派遣労働者の場合のみ）
□　無資格者任用の理由書  （資格を要する職種で代替職員が無資格者の場合のみ）

□　代替職員の履歴書 （代替職員が無資格者、または資格を要しない職種の場合のみ）

　　※派遣労働者の場合は不要
□　国基準の職員名の確認表 （各施設における最初の任用等承認申請時に、当該施設分

の提出が必要。１度提出した施設は、同じ年度内で再度の提出は不要）
□　同一人物証明書 （申請書と各種証明書の姓が異なる場合のみ）

□　添付書類が写しの場合、原本と相違ありませんか？
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　　　なお、産休等代替職員が無資格者であるときは、有資格者が得られない理由、本人の経歴を詳細に記した書面を添付して
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上記のとおり就職（就業)することを承諾します。

上記のとおり産休等代替職員を任用等いたしたくその承認の申請をいたします。

１．　字は楷書ではっきり書いて下さい。（※印の欄には記入する必要はありません。）

保育所

３．　代替職員が派遣労働者の場合、代替職員の「氏名」「住所」欄には「派遣契約」と記入し、「資格の有無」「資格取得・登録年月日は

　　　空白にしてください。

２．　この申請書には産休職員の出産予定日の記載のある妊娠証明書又は病休職員の病休開始日の記載のある医師の診断書

　　　ください。

　　　は不要です。

　　　及び代替職員の資格を証明する書類を添付して下さい。ただし、代替職員が派遣労働者の場合は、資格を証明する書類の添付
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H

歳

第１号様式

産

 

　

休

　

 

等

　

 

代

　

 

替

　

 

職

　

 

員

任

用

等

予

定

期

間

  (1)  産休の場合

5

令和

年 8

令和〇〇

日生 〇〇歳

年 傷病名 （病休の場合） 10 月



月

〇〇

8

16



日生

日

※  第　　　　　　　　号

産休等代替職員任用等承認申請書

保育士

○○市××町１－１－１

えー



Ａ

びー

Ｂ

〇〇

令和

病休開始後     日目

令和

から

資格取得 ・ 登録年月日

至）

　　ア.  出産予定日の６（１４）週間前の日から産後８週間を経過するまでの期間のうち

令和

　　イ. 　産前の休業を始める日から起算して１４（２２）週間を経過するまでの期間のうち

日間）

その他

（具体的に）

産前産後を

までの期間

　（ただし、この期間内において産休等職員の雇用関係がなくなった時、または産休等職員が

　勤務を開始した時は、その前日までの期間）

　　通じて14週間

施 設 長 又 は

市 町 村 長 名

TEL：  

 （派遣契約の場合、署名・捺印は不要です。派遣契約書の写しを添付してください）

△△

所長　○○



B　（※自署） 氏名

法 人 又 は

市 町 村 名

社会福祉法人　○○福祉会

記入例（産休）

　産前６週間

　産後８週間

病休開始後     日目

令和


[image: image2.emf]（※記載内容はすべて架空のものです。）

（ふりがな）

氏　　　名

出産予定日

又は

病休開始日

（ふりがな）

氏　　　名

住　　　所

資格の有無

S

・

H

・

R

〇〇

年 4月 20日

自） 年 月 日 年 月 日

（

日間）

自） 年 月 日 年 月 日

（

日間）

  (2)  病休の場合

31 (

〇〇

年 10月 1日）

90 (

〇〇

年 11月 29日） 60

条例、規則等

の産休の期間

令和〇年 9月 15日

　　　

大阪府知事　　様

〒

担当者名：

（注）

　　　

第１号様式

記入例（病休）

※  第　　　　　　　　号

産休等代替職員任用等承認申請書

産

休

等

職

員

しー

S

・

H

〇〇

年 5 月 8 日生

〇〇

歳 職種 保育士

C

令和〇〇年 9 月 1 日



傷病名 （病休の場合）

○○病

産

 

　

休

　

 

等

　

 

代

　

 

替

　

 

職

　

 

員

でぃー

S

・

H

〇〇

年 8 月 7 日生 〇〇歳



D

○○市××町１－１－１

有資格者　 ・　 無資格者 資格取得 ・ 登録年月日

任

用

等

予

定

期

間

  (1)  産休の場合

　　ア.  出産予定日の６（１４）週間前の日から産後８週間を経過するまでの期間のうち

令和

至）

令和

　　イ. 　産前の休業を始める日から起算して１４（２２）週間を経過するまでの期間のうち

令和

至）

令和

病休開始後     日目

令和

から

病休開始後     日目

令和

までの期間

日間）

　（ただし、この期間内において産休等職員の雇用関係がなくなった時、または産休等職員が

　勤務を開始した時は、その前日までの期間）

　産前６週間 産前産後を その他

　産後８週間 　　通じて14週間 （具体的に）

上記のとおり就職（就業)することを承諾します。

氏名 D　（※自署）

 （派遣契約の場合、署名・捺印は不要です。派遣契約書の写しを添付してください）

上記のとおり産休等代替職員を任用等いたしたくその承認の申請をいたします。

施 設 所 在 地

000-0000



○○市××１－１－１



法 人 又 は

市 町 村 名

社会福祉法人　○○福祉会



施 設 種 別

保育所



施 設 名

○○保育所



　　　及び代替職員の資格を証明する書類を添付して下さい。ただし、代替職員が派遣労働者の場合は、資格を証明する書類の添付

施 設 長 又 は

市 町 村 長 名

所長　○○

TEL：   00-0000-0000 FAX：00-0000-0000

　　　は不要です。

　　　なお、産休等代替職員が無資格者であるときは、有資格者が得られない理由、本人の経歴を詳細に記した書面を添付して

　　　ください。

３．　代替職員が派遣労働者の場合、代替職員の「氏名」「住所」欄には「派遣契約」と記入し、「資格の有無」「資格取得・登録年月日は

　　　空白にしてください。

△△

E-mail: ××＠○○.jp

１．　字は楷書ではっきり書いて下さい。（※印の欄には記入する必要はありません。）

２．　この申請書には産休職員の出産予定日の記載のある妊娠証明書又は病休職員の病休開始日の記載のある医師の診断書


☆無資格者任用の理由書の作成例
（この文言の通りでなくても可）

理　　　由　　　書
《休業職員名》の産休等代替職員として、有資格者を雇用すべく努力しましたが、有資格者を雇用することができませんでした。
やむを得ず無資格者である、《代替職員名》を雇用しますが、児童保育等に熱意を有し、施設入所者（または通所者）に対する処遇を適正に行いますので、任用承認方よろしくお願いします。
令和　年　　月　　日
　　　　　　　　　　
法人名
施設名
施設長名　　　　　　　　 

　　　 　
　　　　　　　　　　　　　（市町村が申請する場合は）

　　　　　　　　　　　　　　○○市町村長　　　　　　
☆資格証明書等と姓が異なる場合の同一人物証明書作成例
（この文言の通りでなくても可）

証　　　　明　　　　書
下記の者は、同一人物であることを証明します。
記
申請者氏名　　　　　　                
資格証明書氏名　　             　　　　   
令和　　年　　月　　日
法人名
施設名
施設長名　　　　　　　　 

　　　 
　　　　　　

　　　（市町村が申請する場合は）

　　　　　　　　　　　　　　○○市町村長　　　　　　
[image: image3.emf]所在市町村名：　〇〇〇市

国基準職員 ／ 国基準外職員

職種 職員氏名 年齢

国基準職員 保育士 ○○　○○ × ○入所者等の定員＝ 90 人

国基準職員 保育士 ○○　○○ ×

国基準職員 保育士 ○○　○○ × ○施設の国基準職員の計算

国基準職員 保育士 ○○　○○ × 　（職種ごとに算出して下さい）

国基準職員 保育士 ○○　○○ ×

国基準職員 保育士 ○○　○○ × 保育士＝　　　  ８ 名

国基準職員 保育士 ○○　○○ × 　０歳児　　　　７ 人＝ 2.3

国基準職員 保育士 ○○　○○ × 　１，２歳児　　12人＝ 2.0

国基準外職員 保育士 ○○　○○ × 　３歳児　　　　35 人＝ 2.3

国基準外職員 保育士 ○○　○○ × 　４、５歳児　　34 人＝ 1.3

国基準職員 調理員 ○○　○○ ×

※小数第２位以下を切捨　　

国基準職員 調理員 ○○　○○ × 　　　　　　　　   合計 　7.9

国基準外職員 調理員 ○○　○○ ×

※合計の小数第1位を四捨五入

（保育所定員90人以下の施設＋１）

調理員＝　　　  ２ 名

（定員が41～150人のため）

看護師＝　　　 　　名

※保育所の運営費基準

(1)保育士

  ０歳児　     3人  → １人

  １，２歳児   6人　→ １人

  ３歳児　　  15人　→ １人

  ４歳児以上  25人　→ １人

  定員90人以下　    → ＋１人

(2)調理員

  定員40人以下    　→ １人

　41～150人　　  　 → ２人

  151人以上　  　　 → ３人

　※（１）補助対象職種の正規職員全員について記入してください。

 　　（２）各施設における最初の任用等承認申請時に、当該施設の確認表を提出して下さい。

施設名：　○○保育園

《　記　入　例　》

国 基 準 の 職 員 名 の 確 認 表

施設種別名：　保育所





派遣契約書の写しを添付すること。





派遣就業開始前に、履歴書や資格証の提出を求めることは、派遣労働者を


特定することを目的とする行為になり禁止されている。就業開始後に、資格


証明書の写しを、派遣労働者の同意を得て施設で保管しておくこと








■ 代替職員が派遣労働者の場合 ■








【提出先・連絡先】





大阪府福祉部子ども家庭局子育て支援課


認定こども園・保育グループ　





TEL：06-6944-6678 （ダイヤルイン）


FAX：06-6944-3052









３

